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【参照条文】 

 

○水道法（昭和三十二年法律第百七十七号） 

 

第一章 総則 

 

（この法律の目的）  

第一条 この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるととも

に、水道を計画的に整備し、及び水道事業を保護育成することによつて、清

浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向上と生活環境の改

善とに寄与することを目的とする。 

 

（責務）  

第二条  国及び地方公共団体は、水道が国民の日常生活に直結し、その健康を

守るために欠くことのできないものであり、かつ、水が貴重な資源であるこ

とにかんがみ、水源及び水道施設並びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の

適正かつ合理的な使用に関し必要な施策を講じなければならない。  

２  国民は、前項の国及び地方公共団体の施策に協力するとともに、自らも、

水源及び水道施設並びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合理的

な使用に努めなければならない。  

 

第二条の二  地方公共団体は、当該地域の自然的社会的諸条件に応じて、水道

の計画的整備に関する施策を策定し、及びこれを実施するとともに、水道事

業及び水道用水供給事業を経営するに当たつては、その適正かつ能率的な運

営に努めなければならない。  

２  国は、水源の開発その他の水道の整備に関する基本的かつ総合的な施策を

策定し、及びこれを推進するとともに、地方公共団体並びに水道事業者及び

水道用水供給事業者に対し、必要な技術的及び財政的援助を行うよう努めな

ければならない。 

 

（用語の定義）  

第三条 この法律において「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水

を人の飲用に適する水として供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施

設されたものを除く。  

参考資料２ 
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２ この法律において「水道事業」とは、一般の需要に応じて、水道により水

を供給する事業をいう。ただし、給水人口が百人以下である水道によるもの

を除く。  

３ この法律において「簡易水道事業」とは、給水人口が五千人以下である水

道により、水を供給する水道事業をいう。  

４ この法律において「水道用水供給事業」とは、水道により、水道事業者に

対してその用水を供給する事業をいう。ただし、水道事業者又は専用水道の

設置者が他の水道事業者に分水する場合を除く。  

５ この法律において「水道事業者」とは、第六条第一項の規定による認可を

受けて水道事業を経営する者をいい、「水道用水供給事業者」とは、第二十六

条の規定による認可を受けて水道用水供給事業を経営する者をいう。  

６ この法律において「専用水道」とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自

家用の水道その他水道事業の用に供する水道以外の水道であつて、次の各号

のいずれかに該当するものをいう。ただし、他の水道から供給を受ける水の

みを水源とし、かつ、その水道施設のうち地中又は地表に施設されている部

分の規模が政令で定める基準以下である水道を除く。  

一 百人を超える者にその居住に必要な水を供給するもの  

二 その水道施設の一日最大給水量（一日に給水することができる最大の水

量をいう。以下同じ。）が政令で定める基準を超えるもの  

７ （略） 

８ この法律において「水道施設」とは、水道のための取水施設、貯水施設、

導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設（専用水道にあつては、給水の

施設を含むものとし、建築物に設けられたものを除く。以下同じ。）であつて、

当該水道事業者、水道用水供給事業者又は専用水道の設置者の管理に属する

ものをいう。  

９～１１ （略） 

１２ この法律において「給水区域」、「給水人口」及び「給水量」とは、それ

ぞれ事業計画において定める給水区域、給水人口及び給水量をいう。 

 

（施設基準）  

第五条 水道は、原水の質及び量、地理的条件、当該水道の形態等に応じ、取

水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設の全部又は

一部を有すべきものとし、その各施設は、次の各号に掲げる要件を備えるも

のでなければならない。  
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一 取水施設は、できるだけ良質の原水を必要量取り入れることができるも

のであること。  

二 貯水施設は、渇水時においても必要量の原水を供給するのに必要な貯水

能力を有するものであること。  

三 導水施設は、必要量の原水を送るのに必要なポンプ、導水管その他の設

備を有すること。  

四 浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条の規定による水質基準に適

合する必要量の浄水を得るのに必要なちんでん池、濾過池その他の設備を

有し、かつ、消毒設備を備えていること。  

五 送水施設は、必要量の浄水を送るのに必要なポンプ、送水管その他の設

備を有すること。  

六 配水施設は、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供給するのに必

要な配水池、ポンプ、配水管その他の設備を有すること。  

２ 水道施設の位置及び配列を定めるにあたつては、その布設及び維持管理が

できるだけ経済的で、かつ、容易になるようにするとともに、給水の確実性

をも考慮しなければならない。  

３ 水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充

分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそれがないものでなけ

ればならない。  

４ 前三項に規定するもののほか、水道施設に関して必要な技術的基準は、厚

生労働省令で定める。 

    

 

○水道法施行規則（昭和三十二年厚生省令第四十五号） 

 

第六条 法第八条第二項 に規定する技術的細目のうち、同条第一項第二号 

に関するものは、次に掲げるものとする。  

一 給水区域が、当該地域における水系、地形その他の自然的条件及び人口、

土地利用その他の社会的条件、水道により供給される水の需要に関する長

期的な見通し並びに当該地域における水道の整備の状況を勘案して、合理

的に設定されたものであること。  

二 給水区域が、水道の整備が行われていない区域の解消及び同一の市町村

の既存の水道事業との統合について配慮して設定されたものであること。  
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三 給水人口が、人口、土地利用、水道の普及率その他の社会的条件を基礎

として、各年度ごとに合理的に設定されたものであること。  

四 給水量が、過去の用途別の給水量を基礎として、各年度ごとに合理的に

設定されたものであること。  

五 給水人口、給水量及び水道施設の整備の見通しが一定の確実性を有し、

かつ、経常収支が適切に設定できるよう期間が設定されたものであること。  

六 工事費の調達、借入金の償還、給水収益、水道施設の運転に要する費用

等に関する収支の見通しが確実かつ合理的なものであること。  

七 水質検査、点検等の維持管理の共同化について配慮されたものであるこ

と。  

八 広域的水道整備計画が定められている地域にあつては、当該計画と整合

性のとれたものであること。  

九 水道用水供給事業者から用水の供給を受ける水道事業者にあつては、水

道用水供給事業者との契約により必要量の用水の確実な供給が確保され

ていること。  

十 取水に当たつて河川法 （昭和三十九年法律第百六十七号）第二十三条 

の規定に基づく流水の占用の許可を必要とする場合にあつては、当該許可

を受けているか、又は許可を受けることが確実であると見込まれること。  

十一 取水に当たつて河川法第二十三条 の規定に基づく流水の占用の許可

を必要としない場合にあつては、水源の状況に応じて取水量が確実に得ら

れると見込まれること。  

十二 ダムの建設等により水源を確保する場合にあつては、特定多目的ダム

法 （昭和三十二年法律第三十五号）第四条第一項 に規定する基本計画に

おいてダム使用権の設定予定者とされている等により、当該ダムを使用で

きることが確実であると見込まれること。 

 

 

   第一章の二 広域的水道整備計画 

 

第五条の二 地方公共団体は、この法律の目的を達成するため水道の広域的な

整備を図る必要があると認めるときは、関係地方公共団体と共同して、水道

の広域的な整備に関する基本計画（以下「広域的水道整備計画」という。）を

定めるべきことを都道府県知事に要請することができる。  

２ 都道府県知事は、前項の規定による要請があつた場合において、この法律
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の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係地方公共団体と協議

し、かつ、当該都道府県の議会の同意を得て、広域的水道整備計画を定める

ものとする。  

３ 広域的水道整備計画においては、次の各号に掲げる事項を定めなければな

らない。  

一 水道の広域的な整備に関する基本方針  

二 広域的水道整備計画の区域に関する事項  

三 前号の区域に係る根幹的水道施設の配置その他水道の広域的な整備に関

する基本的事項  

４ 広域的水道整備計画は、当該地域における水系、地形その他の自然的条件

及び人口、土地利用その他の社会的条件、水道により供給される水の需要に

関する長期的な見通し並びに当該地域における水道の整備の状況を勘案して

定めなければならない。  

５  都道府県知事は、広域的水道整備計画を定めたときは、遅滞なく、これを

厚生労働大臣に報告するとともに、関係地方公共団体に通知しなければなら

ない。  

６ 厚生労働大臣は、都道府県知事に対し、広域的水道整備計画に関し必要な

助言又は勧告をすることができる。 

 

第二章 水道事業 

第一節 事業の認可等 

 

（事業の認可及び経営主体）  

第六条 水道事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を受けなけれ

ばならない。  

２ 水道事業は、原則として市町村が経営するものとし、市町村以外の者は、

給水しようとする区域をその区域に含む市町村の同意を得た場合に限り、水

道事業を経営することができるものとする。 

 

（認可の申請）  

第七条 水道事業経営の認可の申請をするには、申請書に、事業計画書、工事

設計書その他厚生労働省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、これを厚

生労働大臣に提出しなければならない。  

２ 前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  
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一 申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在

地及び名称並びに代表者の氏名）  

二 水道事務所の所在地  

３ 水道事業者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、

速やかに、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。  

４ 第一項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 給水区域、給水人口及び給水量  

二 水道施設の概要  

三 給水開始の予定年月日  

四 工事費の予定総額及びその予定財源  

五 給水人口及び給水量の算出根拠  

六 経常収支の概算  

七 料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件  

八 その他厚生労働省令で定める事項  

５ 第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 一日最大給水量及び一日平均給水量  

二 水源の種別及び取水地点  

三 水源の水量の概算及び水質試験の結果  

四 水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造  

五 浄水方法  

六 配水管における最大静水圧及び最小動水圧  

七 工事の着手及び完了の予定年月日  

八 その他厚生労働省令で定める事項 

 

（認可基準）  

第八条 水道事業経営の認可は、その申請が次の各号に適合していると認めら

れるときでなければ、与えてはならない。  

一 当該水道事業の開始が一般の需要に適合すること。  

二 当該水道事業の計画が確実かつ合理的であること。  

三 水道施設の工事の設計が第五条の規定による施設基準に適合すること。  

四 給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと。  

五 供給条件が第十四条第二項各号に掲げる要件に適合すること。  

六 地方公共団体以外の者の申請に係る水道事業にあつては、当該事業を遂

行するに足りる経理的基礎があること。  
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七 その他当該水道事業の開始が公益上必要であること。  

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労

働省令で定める。 

 

（事業の変更）  

第十条 水道事業者は、給水区域を拡張し、給水人口若しくは給水量を増加さ

せ、又は水源の種別、取水地点若しくは浄水方法を変更しようとするとき（次

の各号のいずれかに該当するときを除く。）は、厚生労働大臣の認可を受けな

ければならない。 この場合において、給水区域の拡張により新たに他の市

町村の区域が給水区域に含まれることとなるときは、当該他の市町村の同意

を得なければ、当該認可を受けることができない。  

一 その変更が厚生労働省令で定める軽微なものであるとき。  

二 その変更が他の水道事業の全部を譲り受けることに伴うものであるとき。  

２ 第七条から前条までの規定は、前項の認可について準用する。  

３ 水道事業者は、第一項各号のいずれかに該当する変更を行うときは、あら

かじめ、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を厚生労働大臣に届け

出なければならない。 

 

第二節 業務 

 

（供給規程）  

第十四条 水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給

条件について、供給規程を定めなければならない。  

２ 前項の供給規程は、次の各号に掲げる要件に適合するものでなければなら

ない。  

一 料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし公正妥当なもの

であること。  

二 料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

三 水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の

費用の負担区分及びその額の算出方法が、適正かつ明確に定められている

こと。  

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

五 貯水槽水道（水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であつ

て、水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするもの



8 

  

をいう。以下この号において同じ。）が設置される場合においては、貯水槽

水道に関し、水道事業者及び当該貯水槽水道の設置者の責任に関する事項

が、適正かつ明確に定められていること。  

３ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労

働省令で定める。  

４ 水道事業者は、供給規程を、その実施の日までに一般に周知させる措置を

とらなければならない。  

５ 水道事業者が地方公共団体である場合にあつては、供給規程に定められた

事項のうち料金を変更したときは、厚生労働省令で定めるところにより、そ

の旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。  

６ 水道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、供給規程に定

められた供給条件を変更しようとするときは、厚生労働大臣の認可を受けな

ければならない。  

７ 厚生労働大臣は、前項の認可の申請が第二項各号に掲げる要件に適合して

いると認めるときは、その認可を与えなければならない。  

 

○水道法施行規則（昭和三十二年厚生省令第四十五号） 

 

（法第十四条第二項 各号を適用するについて必要な技術的細目）  

第十二条  法第十四条第三項 に規定する技術的細目のうち、同条第二

項第一号 に関するものは、次に掲げるものとする。  

一  料金が、おおむね三年を通じ財政の均衡を保つことができるよう設

定されたものであること。  

二  料金が、イに掲げる額とロに掲げる額の合算額からハに掲げる額を

控除して算定された額を基礎として、合理的かつ明確な根拠に基づき

設定されたものであること。 

イ 人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費、資産減耗

費その他営業費用の合算額 

ロ 支払利息と資産維持費との合算額 

ハ 営業収益の額から給水収益を控除した額 

三  料金が、水道の需要者相互の間の負担の公平性、水利用の合理性及

び水道事業の安定性を勘案して設定されたものであること。 
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（給水義務）  

第十五条 水道事業者は、事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約

の申込みを受けたときは、正当の理由がなければ、これを拒んではならない。  

２・３ （略） 

 

（改善の指示等）  

第三十六条  厚生労働大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府

県知事は専用水道について、当該水道施設が第五条の規定による施設基準に

適合しなくなつたと認め、かつ、国民の健康を守るため緊急に必要があると

認めるときは、当該水道事業者若しくは水道用水供給事業者又は専用水道の

設置者に対して、期間を定めて、当該施設を改善すべき旨を指示することが

できる。  

２・３ （略） 

 

（供給条件の変更）  

第三十八条  厚生労働大臣は、地方公共団体以外の水道事業者の料金、給水装

置工事の費用の負担区分その他の供給条件が、社会的経済的事情の変動等に

より著しく不適当となり、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、

当該水道事業者に対し、相当の期間を定めて、供給条件の変更の認可を申請

すべきことを命ずることができる。  

２  厚生労働大臣は、水道事業者が前項の期間内に同項の申請をしないときは、

供給条件を変更することができる。  

 

（報告の徴収及び立入検査）  

第三十九条  厚生労働大臣は、水道（水道事業及び水道用水供給事業の用に供

するものに限る。以下この項において同じ。）の布設若しくは管理又は水道事

業若しくは水道用水供給事業の適正を確保するために必要があると認めると

きは、水道事業者若しくは水道用水供給事業者から工事の施行状況若しくは

事業の実施状況について必要な報告を徴し、又は当該職員をして水道の工事

現場、事務所若しくは水道施設のある場所に立ち入らせ、工事の施行状況、

水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要な帳簿書類（その作成又は保存に

代えて電磁的記録の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録

を含む。次項及び次条第八項において同じ。）を検査させることができる。  

２  都道府県知事は、水道（水道事業及び水道用水供給事業の用に供するもの



10 

  

を除く。以下この項において同じ。）の布設又は管理の適正を確保するために

必要があると認めるときは、専用水道の設置者から工事の施行状況若しくは

専用水道の管理について必要な報告を徴し、又は当該職員をして水道の工事

現場、事務所若しくは水道施設のある場所に立ち入らせ、工事の施行状況、

水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要な帳簿書類を検査させることがで

きる。  

３  都道府県知事は、簡易専用水道の管理の適正を確保するために必要がある

と認めるときは、簡易専用水道の設置者から簡易専用水道の管理について必

要な報告を徴し、又は当該職員をして簡易専用水道の用に供する施設の在る

場所若しくは設置者の事務所に立ち入らせ、その施設、水質若しくは必要な

帳簿書類を検査させることができる。  

４  前三項の規定により立入検査を行う場合には、当該職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があつたときは、これを提示しなけ

ればならない。  

５  第一項、第二項又は第三項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のた

めに認められたものと解釈してはならない。  

 

   第六章 雑則  

 

（水道用水の緊急応援）  

第四十条  都道府県知事は、災害その他非常の場合において、緊急に水道用水

を補給することが公共の利益を保護するために必要であり、かつ、適切であ

ると認めるときは、水道事業者又は水道用水供給事業者に対して、期間、水

量及び方法を定めて、水道施設内に取り入れた水を他の水道事業者又は水道

用水供給事業者に供給すべきことを命ずることができる。  

２  厚生労働大臣は、前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務につい

て、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認めるときは、

都道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示することができる。  

３  第一項の場合において、都道府県知事が同項に規定する権限に属する事務

を行うことができないと厚生労働大臣が認めるときは、同項の規定にかかわ

らず、当該事務は厚生労働大臣が行う。  

４  第一項及び前項の場合において、供給の対価は、当事者間の協議によつて

定める。協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、都道

府県知事が供給に要した実費の額を基準として裁定する。  
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５  第一項及び前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務は、需要者た

る水道事業者又は水道用水供給事業者に係る第四十八条の規定による管轄都

道府県知事と、供給者たる水道事業者又は水道用水供給事業者に係る同条の

規定による管轄都道府県知事とが異なるときは、第一項及び前項の規定にか

かわらず、厚生労働大臣が行う。  

６～９ （略） 

 

（合理化の勧告）  

第四十一条  厚生労働大臣は、二以上の水道事業者間若しくは二以上の水道用

水供給事業者間又は水道事業者と水道用水供給事業者との間において、その

事業を一体として経営し、又はその給水区域の調整を図ることが、給水区域、

給水人口、給水量、水源等に照らし合理的であり、かつ、著しく公共の利益

を増進すると認めるときは、関係者に対しその旨の勧告をすることができる。 

 

（国庫補助）  

第四十四条  国は、水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体に

対し、その事業に要する費用のうち政令で定めるものについて、予算の範囲

内において、政令の定めるところにより、その一部を補助することができる。  

 

（国の特別な助成）  

第四十五条  国は、地方公共団体が水道施設の新設、増設若しくは改造又は災

害の復旧を行う場合には、これに必要な資金の融通又はそのあつせんにつと

めなければならない。  

 


